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論 文 内 容 の 要 旨 
 本研究は、戸建住宅における個人の住宅管理およびその支援主体の実態調査を元に、住宅管理の適正化に向けた支
援のあり方について検討、提案したものである。 
 論文は、郊外住宅地における住宅管理に関するもの（第２～４章）と、住宅管理の支援主体に関するもの（第３～
６章）とに大別される。以下、各章の概要を述べる。 
 第１章では、序論として、関連する社会背景を元に良質な住宅ストック形成における住宅管理およびその支援の必
要性を示し、研究目的や既往研究等について述べた。 
 第２章では、住宅管理の支援に主眼を置く前段階として、郊外住宅地の戸建住宅の建替えや改善の実態を、千里ニ
ュータウンにおける確認申請関連書類の閲覧と居住者に対するアンケート調査により明らかにした。そして、郊外住
宅地における戸建住宅やその管理の特性を示した。 
 第３章では、住宅関連業者のうち建築工事業者に着目し、居住者と建築工事業者との継続関係の実態を、千里ニュ
ータウンとそれに隣接する２つの郊外住宅地における居住者に対するアンケート調査により明らかにした。考察は現
住宅を施工した業者と現在つきあいのある業者とに大別して行い、取得方法、業態、築年数、リフォーム工事実施回
数別に継続関係の傾向を示した。 
 第４章では、居住者が現在までに、新築、補修やリフォーム工事を依頼した住宅関連業者に着目し、その存在や居
住者との関係を、第３章におけるアンケート回答者のうち了承者 40 名の居住者に対するヒアリング調査により明ら
かにした。その業態、知合った経緯、継続関係、業者に対する居住者の意識などを元に、住宅管理の個別で多様な側
面を示した。 
 第５章では、行政と公益法人による住宅相談業務をはじめとする住宅管理の適正化への取組みを、文献調査とヒア
リング調査により明らかにした。そして、行政や公益法人の住宅管理の支援主体としての役割を整理した。 
 第６章では、住宅管理の支援活動を行う市民活動団体の実態を、大阪府下の８つの団体に対するヒアリング調査を
元に明らかにした。そして、市民活動団体の住宅管理の支援主体としての役割の整理や課題の抽出を行った。 
 第７章では、結論として以上の結果をまとめ、住宅管理の支援のあり方を提案した。提案は、①建築工事業者と居
住者との継続的な信頼関係の構築、②市民活動団体の発展、③行政主導の住宅管理システムという３つの方向性で示
した。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、戸建住宅における個人の住宅管理およびその支援主体の実態調査を元に、住宅管理の適正化に向けた支
援のあり方について検討、提案したものである。論文は、郊外住宅地における住宅管理に関するもの（第２～４章）
と、住宅管理の支援主体に関するもの（第３～６章）とに大別される。 
 第１章では、序論として、関連する社会背景を元に良質な住宅ストック形成における住宅管理およびその支援の必
要性を示し、研究目的や既往研究等について述べている。 
 第２章では、住宅管理の支援に主眼を置く前段階として、郊外住宅地の戸建住宅の建替えや管理の実態を、千里ニ
ュータウンにおける確認申請関連書類の閲覧と居住者に対するアンケート調査により明らかにしている。そして、郊
外住宅地における戸建住宅やその管理の特性を示している。 
 第３章では、住宅関連業者のうち建築工事業者に着目し、居住者との継続関係の実態を千里ニュータウンとそれに
隣接する２つの郊外住宅地における居住者に対するアンケート調査により明らかにしている。考察は現住宅を施工し
た業者と現在つきあいのある業者とに大別して行い、居住者や住宅の属性による傾向を示している。 
 第４章では、居住者が現在までに、新築、補修やリフォーム工事を依頼した住宅関連業者に着目し、その存在や居
住者との関係を、居住者に対するヒアリング調査により明らかにしている。その業態、知合った経緯、継続関係、業
者に対する居住者の意識などを元に、住宅管理の個別で多様な側面を示している。 
 第５章では、行政と公益法人による住宅相談業務をはじめとする住宅管理の適正化への取組みを、文献調査とヒア
リング調査により明らかにし、行政や公益法人の住宅管理の支援主体としての役割を整理している。 
 第６章では、住宅管理の支援活動を行う市民活動団体の実態を、大阪府下の８つの団体に対するヒアリング調査を
元に明らかにし、市民活動団体の住宅管理の支援主体としての役割の整理や課題の抽出を行っている。 
 第７章では、結論として以上の結果をまとめ、住宅管理の支援のあり方を提案している。提案は、①建築工事業者
と居住者との継続的な信頼関係の構築、②市民活動団体の発展、③行政主導の住宅管理システムという３つの方向性
で示している。 
 論文審査においては、住宅管理システムの提案の現実性や実現への方策が問われ、各主体の言い分を十分に理解し
た上で連携方法やルールを検討する必要があることなどが指摘された。しかし、実証調査に基づく、新たな方向性を
示す有益な研究成果であると評価された。 
 以上のように、本論文は良質な住宅ストック形成や住生活の安定に不可欠である住宅管理およびその支援について
多面的にアプローチしたものであり、今後の住宅管理の適正化に対して大きな示唆を与えうると判断する。 
 よって本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
